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詐害行為取消権の復習問題
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松岡 久和

次の文章の正誤を○×で示し、誤っている場合にはその個所を二重線で消して理由を指摘しなさい。

01 詐害行為取消権は、倒産法に規定されている否認権と機能的に類似しているが、沿革を異にする異質の制度である

から、否認権をめぐる議論は、詐害行為取消権においては参考にならない。［やや難］

02 民法424条1項にいう「法律行為の取消し」と、総則編に規定されている121条以下の「取消し」と同じ意味であ
るが、詐害行為取消権は裁判外では行使できない。［超基本］

03 判例によれば、詐害行為取消訴訟の被告の中に、債務者を加えることはできないが、取消訴訟の効力は、法定

訴訟担当として、債務者にも及ぶ。［超基本］

04 債務者が、自分には他に見るべき資産がないにもかかわらず、自分が第三者に対して有している債権につき、

債権者を害することを知りながら債務免除をした場合、債務者の財産が流出したわけでないから、債権者は詐害

行為取消権を行使することができない。［基本］

05 無資力のＡが自らの所有する高額の美術品をＹに贈与し、Ｙが現在これを占有している場合、この贈与が詐害

行為に当たるときには、Ｙを被告として詐害行為取消権を行使するＸは、贈与契約の取り消しとともに、目的物

の返還を求めなければならない。［基本］

06 2017年2月2日に、ＡがＹに甲土地を時価相当の1000万円で売ったが、Ｙへの所有権移転登記は行われなかった。
同年3月3日に、資金不足に陥ったＡは、Ｘから1500万円の融資を受けた。同年4月4日に、ＡとＹは、ともに甲が
Ａの唯一の財産であることを知りながら、甲の売買を原因としてＡからＹへの所有権移転登記をした。判例によ

れば、Ａが無資力であれば、Ｘは、この所有権移転登記の抹消をＹに対して求めることができる。［やや難］

07 ＸはＡに対して3000万円の貸金債権を有していて、この債権を担保するため、Ａ所有の甲地（評価額2200万円）
に抵当権の設定を受け、登記を備えた。Ａが、他にめぼしい財産がないのにＹに対する1000万円の債権につき債
務免除をしたとしても、Ｘの債権は抵当権によって担保されているので、Ｘがこの債務免除を詐害行為として取

り消すことはできない。［超基本］

08 Ａが、自分には資産が債務を弁済するに足りないにもかかわらず、Ｙの債務の連帯保証人になった。Ａが保証

人として責任を追及されるかどうかは確実でないから、Ａの債権者Ｘは、この連帯保証契約を詐害行為として取

り消すことができない。［やや難］

09 詐害行為として、保証人の行った唯一の不動産の贈与は取り消せる可能性があるが、物上保証人の行った唯一

の不動産の贈与は取り消すことができない。［基本］

10 詐害行為取消訴訟が提起されたが、事実審口頭弁論終結時に債務者の資力が回復していた場合には、当該法律

行為の取消しは認められず、債務者の財産権に対する干渉を許す前提が欠けるので、訴えは却下される。［やや難］

11 詐害行為取消権は、債務者がおこなった身分行為を対象としない。したがって、浪費家との婚姻や養子縁組が

取り消せないのはもちろん、財産分与や遺産分割協議も、およそ取消しの対象とならない。［基本］
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12 債務者が一部の債権者に対して行った行為のうち、弁済は原則として詐害行為にならない。これに対して、代

物弁済は、原則として、詐害行為として全部が取消しの対象となる。

13 一部の債権者にのみ担保権を設定する行為は、原則として詐害行為となるが、代物弁済に比べて、詐害性が否

定される可能性が高い。［やや難］

14 不動産を時価で売却する行為は、危機に陥った債務者が、流動資金を得て債務を弁済し、倒産の危機を脱する

ためには不可欠の行為であり、所有権が失われる代わりに時価相当の金銭が増えるから、原則として詐害行為と

はならない。［基本］

15 受益者に対して詐害行為取消権が認められるためには、債務者の詐害の意思に加えて、受益者も債権者を害す

る意思を有していなければならず、原告である取消債権者が、詐害行為であることについての被告の悪意を主張

・立証しなければならない。［超基本］

16 転得者に対して詐害行為取消権が認められるためには、債務者の詐害の意思に加えて、受益者も転得者も詐害

行為につき悪意でなければならず、原告である取消債権者が、詐害行為について、少なくとも転得者の悪意を主

張・立証しなければならない。［基本］

17 詐害行為取消権の被告とされた者の下に現物が存在していない場合には、もはやその者を被告として詐害行為

取消権を行使することはできない。［超基本］

18 抵当権者が被担保債権以上の価値のある不動産を代物弁済として取得し、抵当権が混同消滅して抵当権登記が

抹消された場合であっても、この代物弁済を詐害行為として取り消して、受益者に対して、所有権移転登記の抹

消を求めることができる。［やや難］

19 詐害行為取消権の被告の下に現物が存在している場合には、取消債権者は、被告に対し、その現物の返還を請

求することができるほか、現物に代わる価額償還を請求することもできる。［基本］

20 受益者と転得者が共に悪意であれば、詐害行為取消権の訴えを起こす債権者は、いずれか一方を被告として選

択してもよいが、両方を一度に被告とすることはできない。［やや難］

21 金銭債権者は、原則として、自らの被保全債権額を上限として、詐害行為を取り消すことができるにすぎない。

［超基本］

22 被保全債権額以上の価値があると評価される一筆の土地を受益者が廉価な売買契約で取得して移転登記を得て

いる場合、取消債権者は、その売買契約全部を取り消すことができず、受益者に対してその土地の移転登記の全

部の抹消を求めることはできない。［基本］

23 不動産の譲渡を内容とする法律行為が詐害行為として取り消された場合、債務者はその不動産の所有権を回復

しないが、所有権移転登記は抹消されて債務者の名義に戻り、取消債権者や他の債権者は、債務者に対する債務

名義に基づいて、この不動産に強制執行をすることができる。［基本］

24 取消債権者の被保全債権が金銭債権であり、かつ、取り消された場合に受益者（または転得者）から取消債権

者に引き渡されるべきものが金銭である場合には、取消債権者は相殺により、自らの債権を他の一般債権者に事
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実上優先して回収できる。この処理は、相対的取消しの理論と整合的である。［やや難］

25 詐害行為取消権を行使する債権者は、取り戻す対象が動産の場合には、債務者が受領を拒絶した場合に限り、

被告から、直接に引渡しを受けることができる。もっとも、この場合、取消債権者は、引渡しを受けた動産を被

保全債権に対する代物弁済に充てることはできない。［やや難］

26 ＸがＡから時価相当額で甲土地を購入したが、所有権移転登記を備える前に、Ａが、より高い価格で購入する

と申し出たＹに甲を売却してＹへの所有権移転登記をしてしまった。この場合において、詐害行為取消権の要件

をみたすときは、Ｘは、Ｙに対して、Ａ・Ｙ間の第二の売買契約を取り消し、Ｙに対して、ＡからＹへの移転登

記の抹消登記に代えて、自己に対して所有権移転登記をするように請求することができる。［基本］

27 ＹがＡに対し甲建物を1000万円で売却し移転登記をした。この行為がＹの債権者によって詐害行為として取り
消され、甲の所有権移転登記を抹消されたＸは、Ｙに対して、権利移転の債務不履行を理由として売買契約を解

除することにより、代金の返還を請求することができる。［やや難］

28 Ａに対して3000万円の債権を有するＸと2000万円の債権を有するＹがいる場合において、ＹがＡと通謀してＡの
唯一の財産である2000万円を弁済として受領した場合において、ＸがＹに対して、詐害行為として取り消して、2000
万円全額の自らへの支払を求めてきたとき、Ｙは、債権額に比例して、800万円（＝2000万円×2/5）の控除を抗弁
として主張できる。［やや難］

29 Ｙが時価1億円の甲土地をＡに対して7000万円で売却し移転登記をした。Ａは、甲をＸに対する6000万円の債務
の代物弁済にあて、Ｘへの移転登記がされた。Ｙの債権者によるＸを相手とする訴訟によって、ＹのＡに対する

売却行為が詐害行為として取り消され、悪意のＸは甲の登記をＡに取り戻されることになった。この場合、Ｘは、

Ｙに対して、7000万円の返還を求めることができる［やや難］。

30 詐害行為取消権の期間制限は、2年の短期の方も、消滅時効ではない。［基本］


